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① 国際取引の円滑化（国際競争力の強化）

② 対日投資の促進

③ 我が国に対する国際理解の促進

④ 法制度整備支援の促進

⑤ 在日外国人の日常生活上の便宜

法令外国語訳整備の目的

司法制度・法務行政に関するインフラの整備



H16.６ 内閣の司法制度改革推進本部・国際化検討会において法令外国語訳整備に関する検討を開始
○ 政府として明確に法令外国語訳の推進に取り組むことを決定

H17.１ 「法令外国語訳推進のための基盤整備に関する関係省庁連絡会議」を設置
（当初は内閣官房に設置。その後、法務省に移管）

H21.４ 「日本法令外国語訳データベースシステム」の運用開始
○ 法務省が運営する専用ホームページの運用開始

H31.３ 有識者会議「日本法令の国際発信に向けた将来ビジョン会議（H30.12立上げ）」が提言
（「日本法令の国際発信ビジョン2019」）を取りまとめ
R１.７ 関係省庁連絡会議でビジョン会議提言を報告・同提言を踏まえて対応していく方針を確認

R１.12 ビジョン会議提言を踏まえ、政府の取組の「司令塔」となる
「日本法令の国際発信の推進に向けた官民戦略会議」第１回を開催

※以降、第６回会議まで開催し、各会議において本プロジェクトの進め方について民間構成
員からの重点要望事項を取りまとめるとともに、関係省庁連絡会議において、同要望事項を
踏まえて対応していく方針を確認

R６.４ 政府内でＡＩを活用した法令翻訳システムを導入（R5.12から法務省内で試行導入）
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法令外国語訳業務に関する経緯

法務省へ業務が移管



✓ 経済財政運営と改革の基本方針2025（骨太方針）（令和７年６月 閣議決定）
• 「対日直接投資推進プログラム2025」に基づき、関係府省庁が一体となって（中略）戦略分野における投資
の促進、（中略）等の取組を進める。

• 再犯防止国連準則の活用、国際仲裁の活性化、国際法務人材の育成、法令外国語訳の加速に取り組む。

✓ 対日直接投資促進プログラム2025（令和７年６月 対日直接投資推進会議決定）
• 外国企業・投資家が要望する分野を中心に、日本法令の英訳を迅速化する。AIによる翻訳システムを活用する
ことによって、これまで２年半以上を要していた法令公布から英訳公開までの所要日数について、2025 年３
月に開催された「法令外国語訳推進のための基盤整備に関する関係省庁連絡会議」以降に公布された重点的に
翻訳すべき分野の全ての法令を対象として、１年以内とすることを目指す。

✓ インフラシステム海外展開戦略 2030（令和６年12月 経協インフラ戦略会議決定）
• 案件が形成されやすい環境作りに向けて、（中略）法令外国語訳の推進等に取り組む。

✓ 知的財産推進計画2025（令和７年６月 知的財産戦略本部決定）
• 法令外国語訳の取組について、AI技術を活用した法令翻訳システムの積極的活用及びこれを踏まえたより迅速
で効率的な業務スキームを円滑に運用することにより、高品質な英訳情報の提供を拡充・加速化させ、知財関
係の分野に関する英訳法令等の積極的な海外発信を行う。
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政府の重要施策としての位置付け



日本法令外国語訳推進会議

【座長】 田澤 元章 専修大学法学部教授

【構成】 学者９名、弁護士10名、外国法事務弁護士２名

【内容】
○ 個別の翻訳法令の品質検査・統一性確保
○ 「日英標準対訳辞書」、「法令翻訳の手引き」の検討

4

日本法令の国際発信の推進に向けた官民戦略会議

【座長】 阿部 博友 一橋大学名誉教授
【構成】 一般社団法人日本経済団体連合会・部会長

欧州ビジネス協会・法律サービス委員会・委員
国際商取引学会・会長
在日米国商工会議所・理事
日米法学会・評議員
日本商工会議所・特別顧問
日本弁護士連合会・会長 等

【内容】
○ 政府の取り組みの司令塔となる会議体
○ 政府に対する重点要望事項の取りまとめ

法令外国語訳推進のための基盤整備に
関する関係省庁連絡会議

 【議長】法務省大臣官房司法法制部長

 【構成】23府省庁の官房長・審議官クラス

【内容】
○ 政府全体の毎年の「翻訳整備計画」の策定
○ 「日英標準対訳辞書」のバージョンアップ

幹事会

【議長】法務省大臣官房
 司法法制部司法法制課長

【構成】23府省庁の課長クラス

【内容】
「翻訳整備計画」のフォローアップ等

法令外国語訳に関する会議体



⑦ 本公開前の最終確認

⑥ コーディネーター（※６）
による反映作業

• ④、⑤の結果の反映作業
等

④ ネイティブ（※３）
によるチェック

• 自然な英語となって
いるかなどを確認

③ 日本法令外国語訳
データベースシステム
（ＪＬＴ）に暫定公開
 （※２）

⓪ 法案成立・翻訳整備計画の策定
• 翻訳範囲の特定

① 英訳原案を作成・提出
• 法令翻訳システム又はその他の方法により原案を作成（※１）

② 形式チェック
• 提出書式・形式の

確認
• 日本語原文との対

照

⑤ 専門家（※４）による第二次検査
• 他の関係法令との整合性等の確認
• 不合格の場合は、ネイティブアドバイザー又は英訳原

案作成者（法令所管府省庁又は法務省）に差戻し

一定の場合には
省略可（※５）

法
令
所
管
府
省
庁
等

②’ 専門家による第一次検査
 （暫定公開前の検査）

• 推進会議が必要と認めた法令についてのみ、専
門家が暫定公開前に検査を実施

• 暫定的な公開に耐え得るか否かのみの検査

法
務
省

（
司
法
法
制
部
）

日
本
法
令
外
国
語
訳

推
進
会
議

暫定公開可 暫定公開不可

⑧ 日本法令外国語訳
データベースシステム
（ＪＬＴ）に本公開

※１ 法令翻訳システムは、ＡＩを活用した法令の英訳のための翻訳システム。
※２ 法務省が英訳原案を代行作成する場合は省略。
※３ ネイティブ：英語を母語とする者で、日本法及び英米法の素養がある者。

重大な不備があった場合

※４ 専門家：日本法令外国語訳推進会議の構成員。学者・弁護士・外国法弁護士から構成される。
※５ 改正内容が形式的なものにとどまる場合などは省略可。
※６ コーディネーター：日本語を母語とする者で、日本法及び英語の素養がある者。
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業務フロー

①’ 代行作成
• 法令翻訳システム

により原案を作成
（※１）

（
重
点
的
に
翻
訳
す
べ
き

分
野
に
該
当
す
る
法
令
）
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「日本法令の国際発信の推進に向けた官民戦略会議」第７回会議（令和８年１月開催）で取りまとめられ

た、民間構成員からの重点要望事項に沿って取組を推進。

【民間構成員からの重点要望事項】

（令和８年度までの目標）
① 2021年度から2026年度までに新たに1,000本以上の英訳法令等の公開を目指す
② 重点的に翻訳すべき分野の法令は､原則公布(改正)から１年以内の英訳公開を目指す
③ 法令翻訳システム(AI翻訳)導入後の英訳法令の品質を確保する

【重点要望事項への対応状況】

• 2026年度の目標まであと200本（令和８年３月末時点）

• 各種取組により翻訳整備計画に掲載する法令は増加傾向

• 法令翻訳システム（AI翻訳）等の活用により公開迅速化

• ユーザーのニーズを踏まえてシステムの在り方を検討

• 英訳品質を確保するために検査体制を確保

【民間構成員からの重点要望事項】

（令和９年度以降の目標）
① 重要法令の公開迅速化、特に法改正を優先的に取り組む
② 2027年度から2031年度までに新たに 1,200 本以上の英訳法令等の公開を目指す
③ 2027年度から2036年度までに、e-Govに掲載されている全ての法令のうち、最低でも25％以上の法令を

英訳する
④ 高品質な翻訳法令の数を増やすため、翻訳システムや確認体制等の翻訳プロセスの改善を検討する

課題と取組状況
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英訳公開の迅速化に向けて

代行作成の実施を推進

代行作成を実施した場合１年以内の英訳公開に一定の効果

【目標】

✓ 法令の公布・改正から原則１年以内に英訳を公開

【現状】

✓ 英訳原案は、法令所管府省庁において作成するところ、法令の公布から英訳原案が法務省に

提出されるまでに２年以上の期間を要している

【対応】

✓ 重点的に翻訳すべき分野の法令については、原則として、法務省において、代行作成を実施

※重点的に翻訳すべき分野

⇒ 対日直接投資に関わる分野、知的財産分野、民事分野の基本法に関する分野、我が国に居住する外国人に関わる分野

【代行作成の実施状況】

✓ 令和７年度のおける１年以内に英訳公開を行った法令は１５本

そのうち代行作成を実施した法令は１２本
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法令翻訳システムの導入

【法令翻訳システムの利用状況】

✓ 令和６年度に公開した法令は１５６本

そのうち法令翻訳システムを利用した法令は２７本（法務省による英訳原案の代行作成を含む）

利用率 １７．３％

✓ 令和７年度に公開した法令は１２３本

そのうち法令翻訳システムを利用した法令は５４本（法務省による英訳原案の代行作成を含む）

利用率 ４３．９％

 （※代行作成は法令翻訳システムを利用）

法令翻訳システムを使用した場合公開までの日数が約２か月短縮

法令翻訳システムの利用率向上を目指す
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